
議案第８６号 交野市下水道条例の一部を改正する条例について

１．条例改正の目的
（１）国の「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」の趣旨を踏まえ、排水設備工事

責任技術者の常駐・専属規制を緩和するため、指定工事店ごとに同技術者を専属させる規制
を見直し、府内の複数営業所を兼任することを妨げないこととする。

（２）下水道法施行令の一部改正に伴い、公共下水道からの放流水に含まれる大腸菌群数に係る
表記の見直しを行う。

２．条例改正の主な内容
（１）排水設備工事責任技術者の常駐・専属規制を緩和するための改正

参考資料 都市まちづくり部下水道課

項目 現行 改正後

第６条の２関係
（指定の申請）

それぞれの営業所において専属するこ
ととなる責任技術者の氏名

それぞれの営業所において選任するこ
ととなる責任技術者の氏名並びに他の
営業所の責任技術者を兼任している場
合はその兼務状況

第６条の４関係
（責任技術者）

責任技術者を専属させなければならな
い。

責任技術者を選任しなければならない。
ただし、大阪府内における他の営業所
について兼任することを妨げない。

項目 現行 改正後

第１１条関係
（除害施設の設置等）

大腸菌群数を除く。 大腸菌数を除く。

（２）下水道法施行令の一部改正に伴う改正

３．施行日 令和７年４月１日

議案書３１Ｐ～３２Ｐ



別記様式第３号（第８条関係） 
【議会基本条例第 10 条第 1 項関係】 

政策等情報の説明資料 
         令和６年１２月定例会 

議案の 
件 名 

議案第８６号 
交野市下水道条例の一部を改正する条例について 

政策等 
の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 
その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 
本市の設置する公共下水道の管理及び使用並びに下水道施設の構造及び維持管理に関する

基準については、下水道法その他の法令で定めるもののほか、この条例の定めるところによる。 
（１）大阪府下水道協会が令和６年２月に実施した大阪府下４３市町村に対するアンケートによると、条

例（規則あるいは規程）を改正すると回答したのが３１市町村、改正はしない（今後改正する可能性

あり）と回答したのが１市町村、現在検討中と回答したのが１１市町村であった。 
（２）他自治体においても、法改正に伴い同様の改正が実施されている。 
 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 
総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 
（１）国の「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」の趣旨を踏まえ、排水設備工

事責任技術者の常駐・専属規制を緩和するため、所要の改正を行う。 
（２）下水道法施行令の一部改正により、公共下水道からの放流水に含まれる大腸菌群数に係

る基準が大腸菌数に係る基準に改正されたことに伴い、同様の改正を行う。 

 
 
 
 
 
 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 
（１）デジタル原則に照らした規制の一括見直しプランの策定（令和４年６月３日デジタル臨

時行政調査会） 
（２）下水道法施行令の一部を改正する政令の公布（令和６年１月４日） 

まちづくりの目標 
政策分野または経営方針 
施策 

目  標 ４みんながつどい交流し、活力が生まれるまち 

分野・方針 ２１上水道・下水道 

施  策 安全で安定した下水道事業の推進 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  
 
 
 

〈政策等の実施時期〉 令和７年４月１日 
担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

都市まちづくり部 下水道課  有 ・ 無（新旧対照表等） 

 



 

交野市下水道条例（昭和５３年条例第１６号）新旧対照表 

新 旧 

（指定の申請） （指定の申請） 

第６条の２ （略） 第６条の２ （略） 

２ 前条第１項の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前条第１項の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書を市長に提出しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 排水設備の新設等の工事の事業を行う営業所（以下「営業

所」という。）の名称及び所在地並びに第６条の４第１項の規定

によりそれぞれの営業所において選任することとなる責任技術

者の氏名並びに他の営業所の責任技術者を兼任している場合は

その兼務状況 

（２） 排水設備の新設等の工事の事業を行う営業所（以下「営業

所」という。）の名称及び所在地並びに第６条の４第１項の規定

によりそれぞれの営業所において専属することとなる責任技術

者の氏名                                                 

            

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 ３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 法人にあつては、定款又は寄附行為及び登記事項証明書、

個人にあつてはその住民票の写し 

（３） 法人にあつては、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本  、

個人にあつてはその住民票の写し 

（４） （略） （４） （略） 

（５） 選任することとなる責任技術者に係る府協会により交付さ

れた責任技術者証の写し 

（５） 専属することとなる責任技術者の    府協会により交付さ

れた責任技術者証の写し 

（６） （略） （６） （略） 

（指定の基準） （指定の基準） 

第６条の３ 市長は、第６条第１項の指定の申請をした者が次の各号

のいずれにも適合していると認めるときは、同項の指定を行うもの

第６条の３ 市長は、第６条第１項の指定の申請をした者が次の各号

のいずれにも適合していると認めるときは、同項の指定を行うもの



 

新 旧 

とする。 とする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 営業所ごとに、府協会により責任技術者として登録を受け

た者を選任している                こと。 

（２） 営業所ごとに、府協会により責任技術者として登録を受け

た者が１名以上専属している者であること。 

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略） 

２ （略） ２ （略） 

（責任技術者） （責任技術者） 

第６条の４ 指定工事店は、営業所ごとに、次項各号に掲げる職務を

させるため、府協会による責任技術者の登録を受けている者のうち

から、責任技術者を選任し  なければならない。ただし、大阪府内

における他の営業所について兼任することを妨げない。 

第６条の４ 指定工事店は、営業所ごとに、次項各号に掲げる職務を

させるため、府協会による責任技術者の登録を受けている者のうち

から、責任技術者を専属させなければならない。                

                                                   

２・３ （略） ２・３ （略） 

（除害施設の設置等） （除害施設の設置等） 

第１１条 使用者は、次に掲げる基準に適合しない下水（水洗便所か

ら排除される汚水及び法第１２条の２第１項又は第５項の規定に

より公共下水道に排除してはならないものを除く。）を公共下水道

に排除しようとするときは、除害施設の設置その他必要な措置を

し、当該基準に適合する水質の下水にして排除しなければならな

い。 

第１１条 使用者は、次に掲げる基準に適合しない下水（水洗便所か

ら排除される汚水及び法第１２条の２第１項又は第５項の規定に

より公共下水道に排除してはならないものを除く。）を公共下水道

に排除しようとするときは、除害施設の設置その他必要な措置を

し、当該基準に適合する水質の下水にして排除しなければならな

い。 

（１） 令第９条の４第１項各号に掲げる物質 それぞれ当該各号

に定める数値。ただし、淀川水域に係る地域においては、同条第

４項に規定する「水質汚濁防止法第３条第３項の規定による排水

（１） 令第９条の４第１項各号に掲げる物質 それぞれ当該各号

に定める数値。ただし、淀川水域に係る地域においては、同条第

４項に規定する「水質汚濁防止法第３条第３項の規定による排水



 

新 旧 

基準を定める条例」（昭和４９年大阪府条例第８号。以下「大阪

府条例」という。）第３条別表第１号及び第６号（水素イオン濃

度及び大腸菌数  を除く。）に定められている当該物質に係る数

値とする。 

基準を定める条例」（昭和４９年大阪府条例第８号。以下「大阪

府条例」という。）第３条別表第１号及び第６号（水素イオン濃

度及び大腸菌群数を除く。）に定められている当該物質に係る数

値とする。 

（２）～（１０） （略） （２）～（１０） （略） 

（１１） 前各号に掲げる物質又は項目以外のもので大阪府生活環

境の保全に関する条例（平成６年大阪府条例第６号）により、当

該公共下水道からの放流水に関する排水基準が定められたもの

（第５号に掲げる項目に類似する項目及び大腸菌数  を除く。）

にあつては、当該排水基準に係る数値とする。 

（１１） 前各号に掲げる物質又は項目以外のもので大阪府生活環

境の保全に関する条例（平成６年大阪府条例第６号）により、当

該公共下水道からの放流水に関する排水基準が定められたもの

（第５号に掲げる項目に類似する項目及び大腸菌群数を除く。）

にあつては、当該排水基準に係る数値とする。 

２ （略） ２ （略） 

 


